
応募書類の作成・記入要領
１．応募に必要な書類は以下のとおりです。
応募書類は日本語で、活字体（手書きは不可）にて作成してください。
　○応募時に提出いただく書類
（１）フェースシート　　　　　　　　
（様式１）
（２）事業の内容　　　　　　　　　　
（様式２）
（３）提案内容　　　　　　　　　　　
（様式３）
（４）事業の実現可能性　　　　　   
（様式４）
（５）活動実績及び今後の活動予定　 
（様式５）
（６）事業に係る経費の内訳　　　　　
（様式６）
（７）応募者に関する情報　
次に掲げる書類（Ａ４版）
・会則等目的、活動・事業の種類、会計、役員に関する事項等が記載された書類
・会員名簿等構成員がわかる書類
・収支予算書、収支計算書等財務状況がわかる書類
２．応募書類の枚数は、原則として、様式５を除き１様式につき１枚とします。ただし、様式２については３枚、様式３、４、５，６については各２枚を限度とすることができます。必要に応じて図表等を活用し、具体的かつ簡潔に記載してください。
３．応募書類はすべてＡ４版タテ使いとし、通しページを付して両面印刷としてください。
４．書類は１部ずつ左上角をホッチキスで留め、１０部提出してください。ただし、（７）の応募者に関する情報については、該当する書類の写し（Ａ４版）を２部提出してください。
５．応募書類のうち、様式１～６の電子ファイル（Microsoft Word形式）を格納したＣＤ－Ｒを１枚提出してください。
その際、ＣＤ－Ｒには応募事業に応じて、事業の名称（「住宅セーフティネット基盤強化推進事業（既存賃貸住宅活用促進事業）」及び「応募者名」を記載してください。
（様式１）
フェースシート
	応募者名※
	

	応募事業名
	（内容を端的に表す題名としてください。）
 　「〇〇〇に関する事業」

	１．応募事業の概要
（事業の概要を100字以内で簡潔にわかりやすく記載してください。なお、当該概要は、事業が採択された場合には公表することがあります。）

	２．応募事業に要する経費の額・補助金の額
　　　事業に係る経費の額　○○○千円　　　補助金の額　○○○千円
　　（事業に係る経費の額については事業費全体、補助金の額については事業費のうち
　　　補助対象となる経費の合計額をそれぞれ記入してください）

	３．事業の責任者
（事業実施の責任者の氏名、所属部署名、役職、住所及び連絡先等を記載してください。）
　　　〇〇　〇〇
　　　△△△△△
　　　〒×××―××××　〇〇市〇〇〇１－２－３
 　　TEL：△△△△－△△－△△△△　FAX：◇◇◇◇－◇◇－◇◇◇◇
e-mail：○○○○＠○○○.○○.○○

	４．経理担当者
（経理担当者は、原則として、応募者の中の地方公共団体の会計・経理担当者等とし、地方公共団体名、所属部署名、担当者名及び連絡の取れる住所等を記載してください。）
　　　〇〇　〇〇
　　　△△△△県　総務部　会計係
　　　〒×××―××××　〇〇市〇〇〇１－２－３
 　　TEL：△△△△－△△－△△△△　FAX：◇◇◇◇－◇◇－◇◇◇◇
e-mail：○○○○＠○○○.○○.○○

	５．事務連絡先
（応募書類受領の通知、審査結果の連絡等に係る事務連絡先を記載してください。
連絡先は、平日（月～金）に確実に連絡がとれるところにしてください。）
 　　 住所：〒○○○－○○　〇〇市〇〇〇１－２－３
△△△△県　総務部　会計係　担当　□□
TEL：△△△△－△△－△△△△　FAX：◇◇◇◇－◇◇－◇◇◇◇
e-mail：○○○○＠○○○.○○.○○


※　本様式に加えて、「協議会の構成団体のリスト」及び「事業全体の実施体制図」を作成・添付してください。実施体制図は、応募者内での役割分担や共同・連携して事業を行う者の役割について、記載してください。
（様式２）
事業の内容
	応募者名
	

	応募事業名
	「〇〇〇に関する事業」

	１．目的・必要性
（応募事業の目的及び必要性について、現在の地域における公営住宅供給の課題等との関連を明らかにして、具体的に記載してください。）

	２．事業内容の特徴
（事業内容について簡潔に記載するとともに、その特徴を具体的に記載してください。）


	３．期待される具体的な成果
（事業実施によって期待される成果について、既存賃貸住宅の借上げによる公営住宅の供給促進にどのように寄与するかという観点から具体的に記載してください。）


	４．他の補助金等の有無
（本事業以外に、本件に関連して、現在、国から受け入れている補助金若しくは申請している補助金等について、制度名、金額、実施している事業内容を記載してください。その際、本事業との仕分け等があれば併せて記載してください。） 


※　本様式の枚数は、３枚を限度とします。

（様式３）
提案内容
	


※　本様式の枚数は、２枚を限度とします。

（様式４）
事業の実現可能性
（１）必要な体制
	（一連の事業を実施するために必要な体制について具体的に記載してください。）


（２）事業のフロー
	


（３）工程計画
	検討項目
	工程
	備考

	
	月
	月
	月
	…
	月
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	…
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	…
	
	


※　本様式の枚数は、２枚を限度とします。
（様式５）
活動実績及び今後の活動予定
（１）①協議会の構成団体同士で連携し、今までに活動を行った実績
②協議会の各構成団体におけるこれまでの活動実績

（２）今後の活動予定
	（今後の活動予定について、可能な限り具体的に記載してください。）



※　本様式の枚数は、２枚を限度とします。

（様式６）
事業に係る経費の内訳
（単位：千円）
	応募事業名
	「〇〇〇に関する事業」

	
	資　金　計　画

	直接経費
	20,000

	　人件費
　　・・・・・・
　　・・・・・・　
　消耗品費
　旅費
　謝金
　賃金
　役務費
　委託費
　その他（内訳）
　　印刷製本費
　　通信運搬費
　　光熱水料
　　会議費
　　労働者派遣事業者からの調査補助者派遣
    特許申請に必要な経費
　　借料及び損料（リース料）
　　・・・・・・
小計
	10,000
〇〇〇〇
5,000
0
0
0
1,000
0
4,000
0
0
4,000
0
0
0
0
〇〇〇〇
〇〇〇〇

	間接経費（直接調査経費の３０％以内）
	6,000

	合計
	26,000


（注）
・調査全体の所要経費及び項目ごとの所要経費について、見込額を記載してください。
・50万円以上の備品等を購入しようとする場合は、リースにできない理由書及び機種選定理由書を添付してください．
・備品等の購入経費が、補助事業費の90％を超える場合は、単なる備品等の購入の計画でないことの説明書を添付してください。



























協議会の構成団体同士で連携し、今までに活動を行った実績


（「既存賃貸住宅の借上げによる公営住宅の供給」に係る活動以外の活動であっても、時期、内容、成果等について可能な限り具体的に記載してください。）






































協議会の各構成団体におけるこれまでの活動実績


（「既存賃貸住宅の借上げによる公営住宅の供給」に係る活動以外の活動であっても、時期、内容、成果等について可能な限り具体的に記載してください。）
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